
Disampaikan pada acara:

国産品の利用拡大に関する
政府の政策

Kris Sasono Ngudi Wibowo, S.T., M.M.
工業省国産品利用拡大センター長

2026年7月9日のジェトロ・ジャカルタ「工業大臣規則2025 年第 35 号に基づく国産化率（TKDN）の理解」に関するウェビナー発表資料



tkdn.kemenperin.go.id pusatp3dn@kemenperin.go.id @pusatp3dn @pusat_p3dn 021-5255509 Ext.4019Pusat P3DN

国産品使用義務の法的根拠

BMP は、企業の貢献に対する評価であ
り、BMP認証書は 1 社につき最大 15％
の値を付与する。

大統領令2025年第46 号第 66 条: 
政府による物品・サービス調達
においては、国産品の使用が義
務付けられている。

法律2014年第3号第86条: 
(省庁、地方政府、国営企業、地方公営企業、民
間企業、国が占有する資源の事業化をする）各
物品サービス調達において、国産品を使用する
義務を負う。

政令2018年第29号第61条:
TKDN（国産化率）＋ BMP（企業貢献
比重）の合計が 40％以上の国産品
がある場合、国産品の使用が義務付
けられる。

国産品の使用義務に関するその他の規定は、関連法令に定められている。

工業に
関する
法律

2014年第3号

産業活性化に
関する
政令

2018年第29号

政府の物品・サービス調達に
関する大統領令

2018年第16号および
2025年第46号

雇用創出に関する緊急政令2022年第2号の
法律としての制定に関する法律2023年第6号
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第97条
中央政府・地方政府は、関連法令の規定に則り、政府の
物品・サービス調達において、国産品の製品・サービス
のうち少なくとも 40％を、零細・小規模事業者および協
同組合の製品・サービスに割り当てなければならない。
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国産品の調達

Perpres 46/2025
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TKDN（国産化率）とは、製品、サービス、製品・サービスの混合の中に含まれる
国産要素の割合を示すものである。

PDN（国産品）とは？
・インドネシアで投資・生産を行う企業によって製造されている
・労働者の全部または一部がインドネシア国民である
・国内からの原材料または部品を全部または一部を使用している

国産品

政令2018年第29号第1条第21号 政令2018年第29号第61条第1項

TKDN25％以上
TKDN+BMPが40％以上ある場合

TKDN25％未満
TKDN値が25％未満の場合

非TKDNローカル製品
TKDN値が未特定の製品

輸入品

大統領令2025年第46号

輸入は同類の国産品が存在しない場合の
最終的な選択肢

下記の者の使用が義務付け
られる
省庁/地方政府
・国家予算/地方予算
・借入/贈与

国営企業/地方公営企業/民間
・国家予算/地方予算
・政府との協力スキーム
・国が占有する資源の事業化

法律
2014年
第3号
第86条
第1項

TKDN（国産化率）によっ
て証明する

義務

国産品使用者は、TKDNが25％以上、ま
たはTKDNとBMP の合計が40％以上の国
産品がある場合、国産品の使用が義務
付けられる。

「インドネシアは、いつま
でも単なる市場や原材料供
給国であってはならない。
我々は、加工する国、生産
する国、付加価値を創出す
る国にならなければならな
い。」
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TKDNとBMPの認証改革01
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TKDN改革の背景
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ASTA CITA２：自給自足と国家安
全保障

ASTA CITA３：雇用とインフラ

ASTA CITA５：下流化と工業化

TKDNの実績

88218製品のTKDNを認証（2025年9月
11日時点）

15000を超える工業会社

インパクト：持続可能な生産、労働、
税、経済成長

規制緩和と簡素化

大臣決定2024年第1674号：
TKDN & BMP評価チーム

TKDN&BMPの新たな算定式：
手続きがより迅速かつ容易に
確認がより簡素に
監督がより総合的に

目的：
国際貿易の障壁の削減、
投資の増加、事業者に
より有利な事業環境の
創出

TKDN改革

工業大臣規則
2011年第16号を
全面改正
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No 以前の状態 変更点

インセンティブ

1. 製造業分野に投資する事業者に対して、TKDN値のインセンティ
ブが存在しなかった。

TKDN値の算定方式が変更され、インドネシアで投資
を行い、かつ直接労働者の大部分がインドネシア国
民である企業は、より容易に物品に対し25％以上の
TKDNを取得可能になった。

2. TKDNの算定要素に知的能力が含まれている。研究開発を行う事
業者にはインセンティブが付与されていなかった。

研究開発を実施し、知的能力（brainware）値を有す
る事業者には、最大20％のTKDN値が加点されるイン
センティブを導入。

3. 15％を取得することが容易ではなかった。工業省のプログラム
を支援する事業者にBMPの形でインセンティブを付与していた。

事業者がBMP値の15の構成要素から選択する仕組み
が導入され、企業が最大15％のBMPを取得可能と
なった。

TKDN改革

TKDN改革 インセンティブ 簡素 簡単 迅速
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No 以前の状態 変更点

簡素化

1. TKDN算定はコストベースであり、原材料・労働力・間接費の単位コス
ト算出のために生産能力の算定などが複雑かつ時間を要した。

TKDNの算定はより簡素になり、フルコストア
プローチではなくなった。（ただしコスト
ベースと定められた工業サービスのTKDNの算
定は除く）

2. フルコストベースでの物品TKDNの算定：
• 第1レイヤー：直接原材料は製造コストから算定、直接労働力は給
与、税・保険等から算定、工場間接費は工場支出から算定

• 第2レイヤー: 第１レイヤーと同様に全要素を検証、国内原材料は
100％として算定、3％未満の原材料は100％として算定（累計最大
10％）

• 直接原材料、第2レイヤーのTKDN値を参照、
TKDNが無い場合は原産地で判断

• 直接労働力、勤務するインドネシア人労働
者から判断

• 工場間接費、インドネシアでの投資・生産
活動から判断

3. TKDN認証書・BMP認証の有効期間 3年 TKDN値・BMP値は有効期間5年（サーベイラ
ンス1回）

4 TKDN値とBMP値は別々の認証書 TKDN値とBMP値を1つの認証書で発行

TKDN改革

REFORMASI TKDN         INSENTIF SEDERHANA MUDAH CEPAT
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TKDN改革 インセンティブ 簡素 簡単 迅速
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No 以前の状態 変更点

簡単

1. 研究開発要素は 物品TKDNの算定に含まれていたが、コス
トベースであった。

国内要素を決定する際に研究開発による知的能力が追加の
TKDN（インセンティブ）として算定できる便宜が導入され
た。

2. 小企業の TKDNは最大 40％、有効期間3年であった。 小企業は自己申告により、40％超のTKDNを容易に取得可能
となり、有効期間も5年になった。

3. 利用者がTKDN値情報を確認できるのは、TKDN認証書また
は TKDN認証品目リストのみであった。

認証品目リストに加えて、 製品ラベルやパッケージに表示
される「TKDN マーク」からも容易に確認可能になった。

4. 工業サービスTKDNの申請方式がなかった。 工業サービスのTKDNの認証は労務費、設備・施設費、一
般サービス費の3要素に基づく。

5. 事業者はTKDNの算定方式を選択する自由がなかった。 新しいTKDN算定方式またはセクター別TKDN算定方式のい
ずれかを選択でき、 より高いメリットを得られる方式を選
べるようになった。

TKDN改革

REFORMASI TKDN         INSENTIF SEDERHANA MUDAH CEPAT
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TKDN改革 インセンティブ 簡素 簡単 迅速
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No 以前の状態 変更点

迅速

1. TKDNの算定は第3レイヤーまで行う必要があり、時間を
要した。

TKDN の算定は第1レイヤーまでで十分となり、第2レイ
ヤーの企業が保有するTKDN認証書と国内要素から判断す
る方式になった。

2. 独立検証機関（LVI）による TKDN 認証は、書類がそろっ
てから22 営業日、小企業の TKDNは5 営業日の期間を要し
た。

手続きが簡素化され、LVIによるTKDN認証は、書類がそ
ろってから10営業日、小企業のTKDNは3営業日の期間を要
するのみとなった。

3. 直接労働力および工場間接費は、全構成要素のコスト構
成を考慮して算定する方式であった。

直接労働力および工場間接費の算定は、構成要素のチェッ
クリストに基づく方式になった。

TKDN改革

REFORMASI TKDN         INSENTIF SEDERHANA MUDAH CEPAT
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TKDN改革 インセンティブ 簡素 簡単 迅速
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TKDN の算定規定および算定方式

=廃止・無効
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工業大臣規則2011年第16号
TKDNの算定規定・方式

工業大臣規則2022年第46号
小企業向けのTKDNの算定規定・方
式

工業大臣規則2017年第29号
携帯電話・携帯用コンピューター・
タブレットコンピューターのTKDN
の算定規定・方式

工業大臣規則2020年第16号
医薬品のTKDNの算定規定・方式

工業大臣規則2020年第22号
電子・ICT機器のTKDNの算定規定・
方式

工業大臣規則2023年第28号
バッテリーEVの仕様、開発ロード
マップおよびTKDNの算定規定に関す
る工業大臣規則2022年第6号の改正

工業大臣規則2024年第34号
ソーラーモジュールのTKDNの算定
規定・方式

工業大臣規則2022年第31号
医療機器・体外診断用医療機器の
TKDNの算定規定・方式
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事業者に選択肢を与えている

BAB XIII

KETENTUAN LAIN-LAIN

Pasal 70

Menteri dapat mengatur ketentuan dan tata cara penghitungan nilai TKDN

untuk Barang tertentu.

Pasal 71

Penghitungan nilai TKDN Barang dapat dilakukan berdasarkan ketentuan

dalam Peraturan Menteri ini atau berdasarkan ketentuan dalam Peraturan

Menteri yang mengatur ketentuan dan tata cara penghitungan nilai TKDN

untuk Barang tertentu.

事業者は、工業大臣規則2025年第35号に基づく TKDN の算定方式を使用するか、
または、対象物品に適用されるその他のセクター別 TKDN 算定方式を使用するかを

選択できる柔軟性を与えられている。
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第13章
雑則

第70条
大臣は特定の物品向けのTKDN値の算定規定および方式を規制することが可能で
ある。

第71条
物品TKDN値の算定は、本大臣規則の規定に基づいて行う、または特定の物品向
けのTKDN値の算定規定および方式を規制する大臣規則の規定に基づいて行うこ
とが可能である。
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最新のTKDN算定規定・方式

工業大臣規則2025年第35号
TKDNおよびBMPの認証規定・方式

工業大臣規則2024年第34号
ソーラーモジュールのTKDNの算定規定・
方式

工業大臣規則2017年第29号
携帯電話・携帯用コンピューター・タブ
レットコンピューターのTKDNの算定規
定・方式

工業大臣規則2020年第16号
医薬品のTKDNの算定規定・方式

工業大臣規則2020年第22号
電子・ICT機器のTKDNの算定規定・方式

工業大臣規則2023年第28号
バッテリーEVの仕様、開発ロードマップ
およびTKDNの算定規定に関する工業大
臣規則2022年第6号の改正

工業大臣規則2022年第31号
医療機器・体外診断用医療機器のTKDNの
算定規定・方式
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工業大臣規則2025年第35号第73条の規定に則り、同規則が施
行時点において、TKDN値の算定方式については1から6の規定
は引き続き有効とされる一方、認証書の発行に関する規定は工
業大臣規則2025年第35号に従うものとする。
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TKDN値の算定02
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工場間接費は、当該企業がインドネシア
において投資および生産活動を行ってい
るか否かによって判断される。

直接労働力とは、生産工程および生産活
動に直接関与する労働者（生産マネー
ジャーおよび/またはスーパーバイザーを
含む）の国籍に基づいて定められる。

直接材料とは、1 単位の製品に使用され
る直接材料であり、主要構成材料/主要部
品からなる。

主要部品は、大臣の承認を得た後に総局
長規則において定める。

工業大臣規則2025年第35号 –物品TKDN

物品
TKDN

直接労働力

10%
直接材料

75%
工場間接費

15%

主要原則として、工業会社がインドネシアにおいて投
資および生産（自ら工場および生産設備を保有するこ
とを含む）を行い、その業務の全てまたは一部をイン
ドネシア人労働者が実施している場合、25％以上の
TKDN値を達成することが可能である。

物品TKDN値は最大100％

物品TKDNの認証申請を行うことが可能な事業
者：
1. 工業会社
2. 物品の製造のために工業会社と協力を行う

事業者

14
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工業大臣規則2025年第35号–知的能力値
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知的能力（Brainware）値の算定による物品TKDN値は、 20%加点される。

知的能力値決定要素

過去5年間における

研究開発

比重30%

研究開発分野に従事する

部門または部署の存在

比重 20%

研究開発プログラムの

存在

比重 20%

研究開発成果の実施

比重 30%
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小企業向けの物品TKDNの自己申告
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以前(工業大臣規則2022年第46号）
現在

(工業大臣規則2025年第35号)

算定要素 (100%):
• 主要材料 (24%)
• 固定直接労働者 (10%)
• 工場間接費 (4%)
• 開発費 (2%)

算定要素 (100%):
• 直接材料 (75%)
• 直接労働者 (10%)
• 工場間接費 (15%)

物品TKDNの算定は自己申告、無料

小規模事業者は、SIINasに登録し、工業省の中小・各種産業総
局に小産業としての検証を受けていなければならない。

追加インセンティブ: 
• 知的（研究開発）能力値 最大 20%
• BMP 最大15%

物品TKDNの算定は自己評価、無料

小規模事業者は、SIINasに登録していなければならず、零細または小
規模事業規模としての事業基本番号を保有することが義務付けられる。

全ての工業KBLIに適用される (小産業が検証を受けている限り）特定の工業KBLIに適用される。

SLA 3営業日、小産業TKDN認証書は5年間有効SLA 5営業日、小産業TKDN認証書は3年間有効

TKDN値は 40%超、最大 100%小産業TKDN値は最大 40%

追加インセンティブ: 
• BMP 最大15%
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物品TKDN値算定の制限
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下記に対しては、物品TKDN値の算定を行うことはでき
ない：
• 全ての原材料が輸入に由来する物品
• 包装および/または梱包作業のみから生産される物品
• 塗装、着色、切断、スライス加工または希釈作業のみ
から生産され、かつ関税分類/HSコードを変更しない
物品

• 部品の分解によって生産される物品、または
• 自然由来であり、生産工程が行われていない物品
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物品適合性

事業許可に記載のインドネシア標準事業分類（KBLI）と、製造された物
品との適合性の判定
a. 物品TKDNの値の算定は、事業者の事業許可に記載されたKBLIに適合

する国内での工業活動の成果として生産された物品に対してのみ実
施することが可能である。

b. KBLIの適合性に疑義がある場合、または物品TKDN値の算定対象とし
ての製品の適格性について明確化が必要な場合、独立検証機関は、
国産品利用拡大センター長および/または関連産業主管局と協議を行
う。

c. 協議の結果、申請された物品のKBLIが申請者の工業活動と適合しない
ことが示された場合、検証機関は物品TKDN値算定の申請を却下する。

18



tkdn.kemenperin.go.id pusatp3dn@kemenperin.go.id @pusatp3dn @pusat_p3dn 021-5255509 Ext.4019Pusat P3DN

工業大臣規則2025年第35号 – 工業サービスTKDN

支出費用は下記から構成される:

a. 労務費

b. 作業用設備/施設費、および

c. 一般サービス費

利益、会社間接費、および売上税は含まれない。

工業サービスにおける国内構成要素の判定は、以下の基準に基づいて行われる：

a. 労働者については国籍に基づく

b. 作業用設備/施設については、所有形態および原産国に基づく、および

c. 一般サービスについては、一般サービス提供者の原産国に基づく

% 工業サービスTKDN =
国内工業サービス費

工業サービス費合計
x
100%

工業サービス TKDN認証書の発行が成果物であり、工業省が発行する。

工業サービスに係る71のKBLIが存在し、これらは12の工業サービスカテゴリーに分類されている。
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工業大臣規則2025年第35号 –工業サービスTKDN
No KBLI Jenis Industri Keterangan

A. Jasa Rancang Bangun dan Konstruksi Industri

1 71102 Aktivitas Keinsinyuran dan Konsultasi Teknis YBDI Sektor Industri

2 74909 Aktivitas Profesional, Ilmiah dan Teknis Lainnya 

YTDL

Selain pengangkatan 

BMKT

B. Jasa Instalasi dan Commissioning Peralatan Industri

3 33200 Instalasi/Pemasangan Mesin dan Peralatan Industri

4 71206 Analisis dan Uji Teknis Lainnya

C. Jasa Riset, Rekayasa, dan Desain Industri

5 72102 Penelitian dan Pengembangan Teknologi dan 

Rekayasa

6 72104 Penelitian dan Pengembangan Bioteknologi

7 72109 Penelitian dan Pengembangan Ilmu Pengetahuan 

Alam dan Teknologi Rekayasa Lainnya

8 74111 Aktivitas Desain Alat Transportasi dan Permesinan

9 74112 Aktivitas Desain Peralatan Rumah Tangga dan 

Furnitur

10 74113 Aktivitas Desain Tekstil, Fashion dan Apparel

11 74114 Aktivitas Desain Industri Strategis dan Pertahanan

12 74115 Aktivitas Desain Alat Komunikasi dan Elektronika

13 74116 Aktivitas Desain Peralatan Olahraga dan Permainan

14 74117 Aktivitas Desain Produk Kesehatan, Kosmetik dan 

Perlengkapan Laboratorium

15 74118 Aktivitas Desain Pengemasan

16 74119 Aktivitas Desain Industri Lainnya

D. Jasa Proses Industri

17 25920 Jasa Industri untuk Berbagai Pengerjaan Khusus 

Logam dan Barang dari Logam

E. Jasa Perawatan dan Reparasi

18 33111 Reparasi Produk Logam Siap Pasang untuk 

Bangunan, Tangki, Tandon Air dan Generator Uap

19 33112 Reparasi Produk Senjata dan Amunisi

20 33119 Reparasi Produk Logam Pabrikasi Lainnya

21 33121 Reparasi Mesin Untuk Keperluan Umum

22 33122 Reparasi Mesin Untuk Keperluan Khusus

23 33131 Reparasi Alat Ukur, Alat Uji dan Peralatan Navigasi 

Dan Pengontrol

24 33132 Reparasi Peralatan Iradiasi, Elektromedis dan 

Elektroterapi

25 33133 Reparasi Peralatan Fotografi dan Optik

No KBLI Jenis Industri Keterangan

26 33141 Reparasi Motor Listrik, Generator dan Transformator

27 33142 Reparasi Baterai dan Akumulator Listrik

28 33149 Reparasi Peralatan Listrik Lainnya

29 33151 Reparasi Kapal, Perahu dan Bangunan Terapung

30 33152 Reparasi Lokomotif dan Gerbong Kereta

31 33153 Reparasi Pesawat Terbang

32 33159 Reparasi Alat Angkutan Lainnya, Bukan Kendaraan 

Bermotor

33 33190 Reparasi Peralatan Lainnya

34 45201 Reparasi Mobil

35 45407 Reparasi dan Perawatan Sepeda Motor

36 95110 Reparasi Komputer dan Peralatan Sejenisnya

37 95120 Reparasi Peralatan Komunikasi

38 95210 Reparasi Alat-Alat Elektronik Konsumen

39 95220 Reparasi Peralatan Rumah Tangga dan Peralatan

Rumah dan Kebun

40 95230 Reparasi Alas Kaki dan Barang dari Kulit

41 95240 Reparasi Furnitur dan Perlengkapan Rumah

42 95299 Reparasi Barang Rumah Tangga dan Pribadi 

Lainnya

F. Jasa Konsultansi Manajemen Industri

43 70204 Aktivitas Konsultansi Manajemen Industri

G. Jasa Sertifikasi, Pengujian, Inspeksi, dan Kalibrasi

44 71201 Jasa Sertifikasi

45 71205 Jasa Kalibrasi/Metrologi

46 71209 Analisis dan Uji Teknis Lainnya

H. Jasa Pengepakan

47 82920 Aktivitas Pengepakan

I. Jasa Pendukung Industri 4.0

48 58200 Penerbitan Piranti Lunak (Software)

49 62013 Aktivitas Pemrograman dan Produksi Konten Media 

Imersif

50 62019 Aktivitas Pemrograman Komputer Lainnya

51 62021 Aktivitas Konsultasi Keamanan Informasi

52 62029 Aktivitas Konsultasi Komputer dan Manajemen 

Fasilitas Komputer Lainnya

53 62090 Aktivitas Teknologi Informasi dan Jasa Komputer 

Lainnya

54 63111 Aktivitas Pengolahan Data

No KBLI Jenis Industri Keterangan

55 63112 Aktivitas Hosting dan YBDI

56 63121 Portal Web dan/atau Platform Digital Tanpa Tujuan 

Komersial

57 63122 Portal Web dan/atau Platform Digital Dengan Tujuan 

Komersial

J. Jasa Lingkungan dan Keberlanjutan

58 35301 Pengadaan Uap/Air Panas dan Udara Dingin

59 38302 Pemulihan Material Barang Bukan Logam

K. Jasa Penerbitan, Pencetakan, dan Konten Kreatif

60 18120 Kegiatan Jasa Penunjang Pencetakan

61 18201 Reproduksi Media Rekaman Suara dan Piranti 

Lunak

62 18202 Reproduksi Media Rekaman Film dan Video

63 58120 Penerbitan Direktori dan Mailing List Khusus penerbitan daftar 

informasi (database) yang 

dapat dipublikasikan 

dalam bentuk elektronik

64 58130 Penerbitan Surat Kabar, Jurnal dan Buletin atau 

Majalah

Khusus komik

65 58190 Aktivitas Penerbitan Lainnya Khusus penerbitan secara 

elektronik atau online, 

untuk materi penerbitan 

lainnya

66 59112 Aktivitas Produksi Film, Video dan Program Televisi 

oleh Swasta

Khusus animasi

67 59122 Aktivitas Pascaproduksi Film, Video dan Program 

Televisi oleh Swasta

Khusus animasi

68 61929 Jasa Multimedia Lainnya Khusus AR/VR

69 62011 Aktivitas Pengembangan Video Game

70 62012 Aktivitas Pengembangan Aplikasi Perdagangan 

Melalui Internet (E-Commerce)

L. Jasa Penunjang Kinerja dan Efisiensi

71 77391 Aktivitas Penyewaan dan Sewa Guna Usaha Tanpa 

Hak Opsi Mesin dan Peralatan Industri Pengolahan

政令2025年第28号に基づく

71の工業サービスのKBLI
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工業大臣規則2025年第35号 -物品・サービスの混合TKDN

物品・サービスの混合TKDN値は、物品TKDN合算値に物品取得価額の割合を乗じた値と、サービスTKDN 値

にサービス取得価額の割合を乗じた値とを累積することによって算定される。

% 物品・サービス混合TKDN = 物品国産要素+ サービス国産要素

物品国産要素 = 物品TKDN合算値 x 物品取得合算価額の割合
サービス国産要素= サービスTKDN合算値 x サービス取得合算価額の割合

物品取得価額の割合 =

サービス取得価額の割合 = 

物品取得合算価額

物品・サービス合算価額

サービス取得価額

物品・サービス合算価額

物品・サービス混合TKDN認証書の発行が成果物であり、工業省が発行する。

21
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工業大臣規則2025年第35号- BMP

申請者は、必要に応じて
BMP 評価要素 15 項目の中
から最大合計 15％まで選択
することが可能である。

利点:
企業がニーズに応じて
BMP 評価要素を選択し、
BMP 値を最大限に取得す
ることが可能となる。

BMP値
最大

15%

BMP 国内商標の保有2%

2% グリーン産業の導入

2% 輸出額

4% 雇用吸収

4% 新規投資の追加

パートナーシップ・サプライチェーン強化4%

4% パイオニア産業/輸入代替

4% 国産製造機械・設備の利用

4% 会社所在地

SIINasでの報告遵守1%

1% 表彰/アワード

ESG (Environment Social Governance)導入1%

Industri 4.0の導入2%

産業人材育成2%

認証/認定の保有1%

23
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BMP値算定の制限

24

下記に対しては、BMPの算定を行うことはできない：

• 工業サービス会社
• 物品・サービス混合での生産を行う事業者、および
• 製造のために工業会社と協力を行う事業者
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TKDN・BMP
認証メカニズムとガバナンス

04
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独立検証機関（LVI）を通じたTKDN認証書の発行フロー

認証書・ TKDN 
マーク、証明
書または

SIINasを通じて
発行される。

事業者は、
SIINasを通じて
申請を行う。

事業者は、
自己評価を
実施する。

LVI は、
自己評価の結果
を検証する。

工業省は、
書類の不備の
有無を確認する。

認証書は、
担当官により
電子的に署名・
発行される。

• LVI は、書類審査と生産拠
点への訪問を通じてデー
タ・書類が正しいかを検証
する。

• LVI は、品質管理を実施し、
検証結果報告書を作成し、
LVI 担当官が確認する。

LVI は、検証結果を SIINas
を通じて報告する。

大臣が指名した
工業省の担当官が

署名する。

SIINasを通じて検証結果
を報告しない LVI には、

処分が科される

TKDN マークは工業省
が発行、製品のラベル
または包装に表示する
ことが可能。 TKDN 
マークは物品TKDN の
みに用いられる。

SIINasを通じて報告
されたデータは、

DIB に登録される。

事業者とは、次の者をいう：
a.工業会社
b.工業サービス会社
c. 物品・サービスの混合を生産する事業者
d.物品製造のために工業会社と協力を行う事業者
*小企業はLVIを通じた認証、または自己申告が可能。

LVI に処分が科され
る。

26
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小規模産業向けの自己申告認証書発行フロー

認証書＆TKDN
マークは、SIINas

を通じて発行され
る。

小規模産業は、
SIINasを通じて

TKDN 自己申告の
申請を行う。

事業者は、自己評価を
実施し、データ・書類
の正確性に関する印紙
を貼り付けた誓約書を
アップロードする。

工業省は、デー
タ・書類の不備
の有無と適合性
を確認する。

認証書は、担
当官が電子的
に署名・発行

する。

27

事業者は、SIINasを通じて中小・各種産業総局に対し、小規模産業としての検証を申請する。

検証が完了した場合、小規模産業はTKDN自己申告
認証の申請を行うことが可能である。
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TKDN認証書発行にかかる異議申し立て

認証書は、
SIINas を通
じて電子的
に変更され

る。

企業/国民が、
異議/不満を
申し立てる。

認証書内の情報
の不適合に対す
る異議（製品仕
様を除く）。

担当官は、LVI 
に対し、デー
タ・情報の修正
を指示する。

担当官は、異議
申立パネルチー
ムを設置し、審
査会を実施する。

担当官は、
（変更がある
場合）その変
更をデータ・
情報センター
長に通知する。

違反の疑いが認められる場合、
処分適用提言となり得る。

認証書内のTKDN 
値に対する不満

LVI は、修正を行
い、担当官に報

告する。

担当官は、チー
ムを通じて審査
結果を承認また
は却下する。

A

B

28
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一貫性監督（サーベイランス）の実施

LVI

定期：
TKDN値の有効期間中、最低 1 回実施。

以下の場合、随時：
• 苦情がある場合
• 大臣の指示がある場合

サーベイランスの結果は、
担当官に報告することが義務付けられる。

LVI は、取消提案を
担当官に提出する。

認証書の取り消し

担当官が
検証を行う。

認証書はまだ有効

実施結果および評価の根拠となり得る提言を内容とする。

担当官が取り消し
を指示する。

担当官による評価の実施一貫していない 一貫している

29
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評価

認証評価は下記に対して行う：
a. 認証プロセス
b. 下記にかかるTKDN認証書の発行に対する異議申立て：

1)製品の識別情報、および/または
2)取得したTKDN値および/またはBMP値

a. LVIのパフォーマンス、および
b. 政府機関・事業者による国産品の使用状況と国産品使
用の一貫性

調達における利用関連
• インシデントベース
• 定期的

LVIのパフォーマンス関連
• 定期的に年に１回
• 随時

評価チーム
(国産品利用拡大センター＆

関連ユニット）

LVI 認証書保有者

国産品
利用拡大センター

評価結果は監督材料として
報告される。

監督提言

省庁/国営企業/地方公営企業

政府物品・サービス調達に
おける国産品の利用
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監督

不正または違反の疑い
が認められた場合

不正または違反の疑い
が認められた場合

監督チーム

LVI 認証書保有者

事務局

大臣への報告は、事務
総長を通じて、提言の

形で行われる。

提言

省庁/国営企業/地方
公営企業

不正または違反の疑い
が認められた場合

省庁/国営企業/地方公営
企業に対する提言

下記に基づき監督を実施する：
a. 評価結果
b. 事業者/国民からの通報
c. 省庁/地方政府からの報告、または
d. 大臣からの指示

監督結果は、以下の形態を取り得る：
a. TKDN認証書の取消提言
b. LVI 指定の取消提言
c. 調達担当職員に対する処分について各省庁の長への提言、または
d. その他の提言
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処分の適用

事務次官に委任
LVI 認証書保有者

以下の場合に処分が科される：

• 実施されたTKDN値および/またはBMP値の算定・検証が法令の
規定に適合していない場合、および/または

• 法令の規定に基づくTKDN値および/またはBMP値の算定・検証
の実施状況に関する3 か月毎の集計報告を担当官に提出していな
い場合

以下の場合に処分が科される：
• TKDN値および/またはBMP値の算定・検証に関連して、虚偽の文書
および/またはその他の説明を作成した、および/または提出した場合

• TKDN値のコミットメントの履行およびTKDN値の検証結果に関する
義務を果たさない場合

• 認証時に提出した文書と一致しない形で物品または工業サービスを生
産した場合、および/または

• TKDN認証書を偽造した場合

監督結果に基づく提言

処分:
• TKDN認証書の凍結
• TKDN認証書の取消
• ブラックリストへの記載（認証書の取消について記載、ブラックリス
ト入りした場合、1年間認証申請ができない）

• 法令の規定に応じた処分
(すなわち刑事罰、刑法典または法律2014年第3号改正法に準拠）

処分:
• 警告書、および/または
• LVI指名の取消

大臣
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TKDN認証書

TKDN認証書案の一例

• 認証申請は、SIINasを通じて電子的に実施する。
• 総局長による SP2 プロセスおよび国産品利用拡大セン
ターによる LHV のレビューはなくす。

• 認証書番号は、工業省が発行する正式な証票として有
効である。

• TKDN認証書は、（主要情報としての）TKDN 値および
物品/工業サービスの仕様、BMP値、ならびにTKDN 値
とBMP値の合計値に関する情報から構成される。

• TKDN値およびBMP値は、同一のTKDN認証書に記載さ
れる。

• TKDN認証書はデジタル形式であり、ダウンロードが
可能である。

• TKDN値の有効期間は 5年である。
• 認証書は、工業大臣が指名する工業省の担当官が電子
的に発行・署名する。
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TKDNマーク

工業会社は、物品の製造者として、認証済みのTKDN値を製品ラベルに表示する。

政令2018年第29号第71条

TKDN マークは、国産品利用者が使用予定の製品
についてTKDN認証書を直接確認することなく識別
しやすくするための機能を有する。

TKDN マークは、物品のパッケージを含む、製品
ラベルに表示することが可能である。

34



tkdn.kemenperin.go.id pusatp3dn@kemenperin.go.id @pusatp3dn @pusat_p3dn 021-5255509 Ext.4019Pusat P3DN


	Slide 1: 国産品の利用拡大に関する 政府の政策
	Slide 2: 国産品使用義務の法的根拠
	Slide 3: 国産品の調達
	Slide 4
	Slide 5: TKDN改革の背景
	Slide 6: TKDN改革
	Slide 7: TKDN改革
	Slide 8: TKDN改革
	Slide 9: TKDN改革
	Slide 10: TKDN の算定規定および算定方式
	Slide 11: 事業者に選択肢を与えている
	Slide 12: 最新のTKDN算定規定・方式
	Slide 13
	Slide 14: 工業大臣規則2025年第35号 – 物品TKDN
	Slide 15: 工業大臣規則2025年第35号– 知的能力値
	Slide 16: 小企業向けの物品TKDNの自己申告
	Slide 17: 物品TKDN値算定の制限
	Slide 18: 物品適合性
	Slide 19: 工業大臣規則2025年第35号 – 工業サービスTKDN
	Slide 20: 工業大臣規則2025年第35号 – 工業サービスTKDN
	Slide 21: 工業大臣規則2025年第35号 -物品・サービスの混合TKDN
	Slide 22
	Slide 23: 工業大臣規則2025年第35号- BMP
	Slide 24: BMP値算定の制限
	Slide 25
	Slide 26: 独立検証機関（LVI）を通じたTKDN認証書の発行フロー
	Slide 27: 小規模産業向けの自己申告認証書発行フロー
	Slide 28: TKDN認証書発行にかかる異議申し立て
	Slide 29: 一貫性監督（サーベイランス）の実施
	Slide 30: 評価
	Slide 31: 監督
	Slide 32: 処分の適用
	Slide 33: TKDN認証書
	Slide 34: TKDNマーク 
	Slide 35

